
 

 参考資料 



国連の動き 日本の動き 三重県の動き 四日市市のあゆみ

１９７５年
（昭５０）

国際婦人年
国際婦人年世界会議(メキシコ
シティ)｢世界行動計画」採択

婦人問題企画推進本部設置
婦人問題企画推進会議開催

１９７７年
(昭５２）

「国内行動計画」策定
国立婦人教育会館オープン

｢婦人関係行政推進連絡会議｣
設置

１９７９年
（昭５４）

国連第34回総会｢女子差別撤
廃条約」採択

「三重県婦人対策の方向」
(県内行動計画）策定

１９８０年
（昭５５）

｢国連婦人の10年」中間年世
界会議開催(コペンハーゲン）
「国連婦人の十年後半期行動
プログラム｣採択

｢女子差別撤廃条約」署名

１９８１年
(昭５６）

「国内行動計画後期重点目
標」策定

１９８４年
（昭５９）

「婦人に関する施策の連絡及
び調整の窓口」を教育委員会
社会教育課に設置

１９８５年
（昭６０）

｢国連婦人の１０年」ナイロ
ビ世界会議(西暦2000年に向
けての)｢婦人の地位向上のた
めのナイロビ将来戦略｣採択

「国籍法」改正
「男女雇用機会均等法」公布
「女子差別撤廃条約」批准

三重県婦人問題推進協議会か
ら「三重県の婦人対策に関す
る提言｣提出

「婦人問題講座」を社会教育
課が実施

１９８６年
(昭６１）

「四日市市婦人問題懇話会」
が発足

１９８７年
(昭６２）

「西暦２０００年に向けての
新国内行動計画」策定

「みえの第２次行動計画－ア
イリスプラン」策定

１９８８年
(昭６３）

「四日市市婦人問題懇話会」
が婦人問題の現況及び問題点
を提言にまとめて市長に報告
｢四日市市婦人問題研究会」
が発足

１９８９年
（平元）

学習指導要領改訂（高等学校
家庭科の男女必修等）

１９９０年
(平２）

国連婦人の地位委員会拡大会
期
国連経済社会理事会｢婦人の
地位向上のためのナイロビ将
来戦略に関する第1回見直し
と評価に伴う勧告及び結論｣
採択

「四日市市婦人問題研究会」
から女性の地位向上を目指
し、６つの基本的な課題につ
いて提言

１９９１年
(平３）

｢育児休業法｣公布

１９９１年
(平３）

１９９３年
(平５）

市民部に「女性課」を設置
「四日市市女性施策プランづ
くり懇話会」が発足
市役所女性職員による「女性
施策検討会議」を開催

１９９４年
(平６）

男女共同参画室・男女共同参
画審議会(政令)・男女共同参
画推進本部設置

三重県女性センター開館

１９９５年
(平７）

第4回世界女性会議(北京）
「北京宣言及び行動要領」採
択

「育児休業法」改正(介護休業
制度の法制化）

「みえの男女共同参画推進プ
ラン―アイリスプラン２１」
策定(第３次）

「21世紀に向けての四日市
市女性施策プラン」を策定

１９９６年
(平８）

男女共同参画推進連携会議(え
がりてネットワーク)発足
｢男女共同参画2000年プラ
ン」策定

「女性センター」を本町プラ
ザに開設。それと同時に女性
課を女性センター内に移転

１９９７年
(平９）

男女共同参画審議会設置(法
律)
「男女雇用機会均等法」改正
｢介護保険法」公布

「四日市市ファミリー･サ
ポート･センター」を開設

男 女 共 同 参 画 の あ ゆ み

「四日市市婦人問題研究会」
の提言を受けて、女性行政担
当課設置を検討
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国連の動き 日本の動き 三重県の動き 四日市市のあゆみ
１９９８年
(平１０）

アイリス２１推進連携会議
(アイリスネットワーク)設置

１９９９年
(平１１）

「男女共同参画社会基本法」
公布・施行
「食料・農業・農村基本法」
公布・施行（女性の参画の促
進）

男女共同参画推進協議会から
提言｢21世紀の三重県は男女
共同参画社会｣

「21世紀に向けての四日市
市女性施策プラン」改定に着
手

２０００年
(平１２）

国連特別総会「女性2000年
会議」(ニューヨーク）

「男女共同参画基本計画」策
定

三重県男女共同参画推進懇話
会から提言
三重県男女共同参画推進条例
公布（平13.1.1施行）
日本女性会議2000津開催

２００１年
(平１３）

内閣府に「男女共同参画局」
設置
｢配偶者からの暴力の防止及
び被害者の保護に関する法
律」施行
第1回男女共同参画週間

三重県男女共同参画審議会設
置
「女性センター」を「男女共
同参画センター」に改称

２００２年
(平１４）

アフガニスタンの女性支援に
関する懇談会開催
男女共同参画会議決定｢配偶
者暴力防止法｣、｢平成13年
度監視｣、「苦情処理等シス
テム」

三重県男女共同参画基本計画
策定
三重県男女共同参画基本計画
第一次実施計画策定

「女性と男性のための共同参
画プランよっかいち」を策定

２００３年
(平１５）

男女共同参画推進本部決定
「女性のチャレンジ支援策の
推進について」

男女共同参画審議会から県事
業に対する評価提言を初めて
実施
男女共同参画年次報告を初め
て作成

「四日市市男女共同参画推進
協議会」を設置
「四日市市男女共同参画都市
宣言」

２００４年
(平１６）

男女共同参画推進本部決定
「女性国家公務員の採用・登
用の拡大等について」
｢配偶者暴力防止法｣改正
｢配偶者暴力防止法に基づく
基本方針｣策定

２００５年
(平１７）

国連「北京＋１０」世界閣僚
級会合（ニューヨーク）

「男女共同参画基本計画（第
2次）」策定
｢女性の再チャレンジ支援プ
ラン｣策定

三重県男女共同参画基本計画
第二次実施計画策定

「四日市市男女共同参画推進
協議会」が｢四日市市男女共
同参画推進条例(仮称）の骨子
に関する提言」を市長に提出
(1月）

２００６年
(平１８）

「男女雇用機会均等法」改正
｢女性の再チャレンジ支援プ
ラン｣改定

三重県DV防止及び被害者保
護・支援基本計画策定

｢四日市市男女共同参画推進
条例」(公布3/28施行4/1)
「女性課」、「女性セン
ター」を「男女共同参画
課」、「男女共同参画セン
ター」に改称(4/1)

「四日市市男女共同参画審議
会」を設置(7/1)
同審議会へ男女共同参画推進
基本計画について諮問

条例制定記念「つどい」事
業、内閣府奨励事業を開催
(10/1)
男女共同参画センターの愛称
を「はもりあ四日市」に決定
(10/1)

男女共同参画に関する市民意
識調査を実施（10月）

２００７年
(平１９）

「配偶者暴力防止法」改正公
布

三重県男女共同参画基本計画
一部改訂
みえチャレンジプラザを開設
三重県男女共同参画基本計画
第三次実施計画策定

「四日市市男女共同参画審議
会」から男女共同参画推進基
本計画について答申
（6/19）

２００８年
(平２０）

男女共同参画推進本部決定
「女性の参画加速プログラ
ム」
｢仕事と生活の調和(ﾜｰｸ・ﾗｲ
ﾌ・ﾊﾞﾗﾝｽ)元年｣と位置づけ
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● 男女共同参画社会基本法（平成11年法律第78号） 

 

前文 

 

 我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向

けた様々な取組が、国際社会における取組とも連動しつつ、着実に進められてきたが、なお一層

の努力が必要とされている。 

 一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応

していく上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、

その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、緊要な課題となって

いる。 

 このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を二十一世紀の我が国社会を決定する最

重要課題と位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関する施

策の推進を図っていくことが重要である。 

 ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方向を示し、将来に

向かって国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的かつ計画的

に推進するため、この法律を制定する。 

 

第一章 総則  

 

（目的） 

第一条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活

力ある社会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関し、基本理念を

定め、並びに国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、男女共同参画社会の

形成の促進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、男女共同参画社会の形成を総

合的かつ計画的に推進することを目的とする。  

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。  

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあ

らゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社

会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会を形成することを

いう。 

二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内にお

いて、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。  

（男女の人権の尊重） 

第三条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別

による差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保されること

その他の男女の人権が尊重されることを旨として、行われなければならない。  

（社会における制度又は慣行についての配慮） 

第四条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行が、性別による固定

的な役割分担等を反映して、男女の社会における活動の選択に対して中立でない影響を及ぼす

ことにより、男女共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれがあることにかんがみ、社

会における制度又は慣行が男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響をできる限り中

立なものとするように配慮されなければならない。  
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（政策等の立案及び決定への共同参画） 

第五条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、国若しくは地方公共

団体における政策又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保

されることを旨として、行われなければならない。  

（家庭生活における活動と他の活動の両立） 

第六条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、

子の養育、家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑

に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行うことができるようにすることを旨として、行われ

なければならない。  

（国際的協調） 

第七条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有していること

にかんがみ、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければならない。  

（国の責務） 

第八条 国は、第三条から前条までに定める男女共同参画社会の形成についての基本理念（以下

「基本理念」という。）にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策（積極的改善

措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。  

（地方公共団体の責務） 

第九条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関し、国の施

策に準じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定し、及び実施

する責務を有する。  

（国民の責務） 

第十条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、基本理念にの

っとり、男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなければならない。  

（法制上の措置等） 

第十一条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するため必要な法制上又

は財政上の措置その他の措置を講じなければならない。  

（年次報告等） 

第十二条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講じた男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策についての報告を提出しなければならない。 

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して講じようとする

男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、これを国会に提出

しなければならない。  

 

 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策  

 

 

（男女共同参画基本計画）  

第十三条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図

るため、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女共同参画基本計画」

という。）を定めなければならない。  

２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。  

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱  

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画

的に推進するために必要な事項  
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３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を作成し、

閣議の決定を求めなければならない。  

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、男女共同参画基

本計画を公表しなければならない。  

５ 前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。  

（都道府県男女共同参画計画等） 

第十四条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域における男女共

同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県男女共同参画

計画」という。）を定めなければならない。  

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。  

一 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策の大綱  

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関す

る施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項  

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市町村の

区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「市

町村男女共同参画計画」という。）を定めるように努めなければならない。  

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、又

は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。  

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第十五条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を

策定し、及び実施するに当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければならない。  

（国民の理解を深めるための措置） 

第十六条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念に関する国民の理解を深める

よう適切な措置を講じなければならない。  

（苦情の処理等） 

第十七条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共同参画

社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理のために必要な措置及び性

別による差別的取扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因によって人権が侵害さ

れた場合における被害者の救済を図るために必要な措置を講じなければならない。  

（調査研究） 

第十八条 国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関する調

査研究その他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査研究を推進す

るように努めるものとする。  

（国際的協調のための措置） 

第十九条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、外国政府又は国際

機関との情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の円滑な推進を

図るために必要な措置を講ずるように努めるものとする。  

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援） 

第二十条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策及び民間

の団体が男女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支援するため、情報の提供その他

の必要な措置を講ずるように努めるものとする。  
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第三章 男女共同参画会議  

 

 

（設置） 

第二十一条 内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」という。）を置く。  

（所掌事務） 

第二十二条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。  

一 男女共同参画基本計画に関し、第十三条第三項に規定する事項を処理すること。  

二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社会

の形成の促進に関する基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審議すること。  

三 前二号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及

び関係各大臣に対し、意見を述べること。  

四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を監視し、及び政

府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると認めるときは、内閣

総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べること。  

（組織） 

第二十三条 会議は、議長及び議員二十四人以内をもって組織する。  

（議長） 

第二十四条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。 

２ 議長は、会務を総理する。  

（議員） 

第二十五条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。  

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者  

二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大臣が任命す

る者  

２ 前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の十分の五未満であってはならない。  

３ 第一項第二号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号に規定する議員の総数

の十分の四未満であってはならない。  

４ 第一項第二号の議員は、非常勤とする。  

（議員の任期） 

第二十六条 前条第一項第二号の議員の任期は、二年とする。ただし、補欠の議員の任期は、前

任者の残任期間とする。 

２ 前条第一項第二号の議員は、再任されることができる。  

（資料提出の要求等） 

第二十七条 会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行政機関

の長に対し、監視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な

協力を求めることができる。 

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定する者

以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。  

（政令への委任） 

第二十八条 この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員その他会議に関し必

要な事項は、政令で定める。  

附 則 

  （以下略） 
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● 四日市市男女共同参画推進条例（平成１8年３月28日条例第６号） 

 

 

私たちが目指す社会は、性別にかかわりなく一人ひとりの人権が尊重され、お互いが責任を分

かち合い、個性と能力を十分に発揮できる男女共同参画社会であり、その実現は 21 世紀の最重

要課題の一つである。 

四日市市では、「四日市市男女共同参画都市宣言」を行い、男女共同参画社会の実現に向けて積

極的に取り組んできたが、現状においては、性別にかかわる差別及び男女の固定的な役割分担意

識その他これらに基づく制度及び慣行は根強く、男女共同参画の推進の妨げになっている。 

このような認識から、私たちは、「男女共同参画社会基本法」の理念を踏まえ、家庭、学校、職

場、地域など社会の様々な分野において市、市民及び事業者が協働して、男女共同参画を総合的

かつ計画的に推進するため、この条例を制定する。 

 

 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この条例は、男女共同参画の推進に関し、基本理念を定め、並びに市、市民及び事業者

の責務を明らかにするとともに、男女共同参画の推進に関する施策の基本となる事項を定め、

社会の様々な分野で、当該施策を総合的かつ計画的に推進することにより、男女共同参画社会

を実現することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において「男女共同参画」とは、男女が性別にかかわりなく個性と能力を十分

に発揮する機会が確保されることにより、男女が社会の対等な構成員として、自らの意思によ

って様々な分野における活動に参画し、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化

的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うことをいう。 

（基本理念） 

第３条 本市における男女共同参画の推進は、次の各号に掲げる事項を基本理念とする。 

(１) 男女が、性別による差別的取扱いを受けることなく、個人としての能力を発揮する機会

が確保されるなど男女の個人としての尊厳及び人権が尊重されること。 

(２) 性別による固定的な役割分担等を反映した社会における制度又は慣行が、男女の社会に

おける活動の自由な選択に対して影響を及ぼすことのないよう配慮され、男女が多様な生き

方を選択することができること。 

(３) 男女が、性別にかかわりなく社会の対等な構成員として、家庭、学校、職場、地域その

他の社会の様々な分野で、方針の立案から評価に至るまでの各過程において共同して参画す

る機会が確保されること。 

(４) 男女が、相互協力と社会の支援の下に、家庭生活における活動及び当該活動以外の地域、

学校、職場その他の社会の様々な分野における活動を両立して行うことができること。 

(５) 男女共同参画の推進が国際社会における取組と密接な関係を有していること及び本市に

おける国際化の進展を考慮し、国際理解及び国際協力の下に男女共同参画の推進が行われる

こと。 

（市の責務） 

第４条 市は、社会の様々な分野における活動に参画する機会について男女間の格差を積極的に

是正するなど、男女共同参画の推進に関する施策（以下「男女共同参画推進施策」という。）を
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総合的かつ計画的に実施するものとする。 

２ 市は、男女共同参画推進施策について、市民及び事業者と協力し、及び連携を図るよう努め

るものとする。 

３ 市は、男女共同参画を推進するため、必要な体制を整備するよう努めるものとする。 

４ 市は、男女共同参画推進施策に関し、国、県等に対して様々な働きかけを積極的に行うとと

もに、その実施について国、県等と協力し、及び連携を図るよう努めるものとする。 

（市民の責務） 

第５条 市民は、男女共同参画についての理解を深め、男女の平等な参画の機会を確保するなど、

男女共同参画の推進に取り組むとともに、市が実施する男女共同参画推進施策に協力するよう

努めなければならない。 

（事業者の責務） 

第６条 事業者は、事業活動を行うに当たって、その雇用における男女の平等な機会及び待遇を

確保するなど、男女共同参画の推進に努めなければならない。 

２ 事業者は、職業生活における活動及び家庭生活における活動その他の活動を両立して行うこ

とができる職場環境を整備するよう努めなければならない。 

３ 事業者は、市が実施する男女共同参画推進施策に協力するよう努めなければならない。 

 

 

第２章 男女共同参画を阻害する行為の禁止等 

 

（性別による差別的取扱いの禁止） 

第７条 何人も、次の各号に掲げる行為をしてはならない。 

(１) 性別による差別的取扱い 

(２) 職場その他の社会的関係において、他人を不快にさせ、かつ、個人の就業環境その他の

生活環境を害する性的な言動 

(３) 前号に規定する言動を受けた個人の労働条件等に対して不利益を与える対応 

(４) 男女間における暴力その他心身に有害な影響を及ぼす言動 

（広報等における表現への配慮） 

第８条 何人も、広報、報道、広告その他の広く市民を対象とした媒体における表現について、

第３条に規定する基本理念に配慮するよう努めなければならない。 

 

 

第３章 男女共同参画の推進に関する基本的施策 

 

（基本計画の策定） 

第９条 市は、男女共同参画推進施策を総合的かつ計画的に推進するため、男女共同参画の推進

に関する基本的な計画（以下「基本計画」という。）を策定するものとする。 

２ 市は、基本計画を策定するに当たっては、あらかじめ四日市市男女共同参画審議会に意見を

求めるとともに、市民及び事業者の意見を反映できるよう措置を講ずるものとする。 

３ 市は、基本計画を策定したときは、これを公表するものとする。 

４ 前２項の規定は、基本計画の変更について準用する。 

（男女共同参画を推進するための措置） 

第 10 条 市は、政策等の立案から評価に至るまでの各過程において男女共同参画を推進するよ

う努めるものとする。 

２ 市は、審議会等（地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 138 条の４第３項に規定する
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附属機関その他これに類するものをいう。）の委員を委嘱し、又は任命する場合には、委員の構

成に配慮するなど男女の意見が広く取り入れられるよう努めるものとする。 

３ 市は、男女共同参画を推進するため、市職員について、市の政策等の立案から評価に至るま

での各過程において男女の平等な参画の機会が確保されるよう努めるものとする。 

４ 市は、市民及び事業者に対し、方針の立案から評価に至るまでの各過程における男女共同参

画を推進するため、情報提供、助言その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（家庭生活における活動及びその他の活動の両立支援） 

第 11 条 市は、男女がともに育児、介護その他の家庭生活における活動及び当該活動以外の地

域、学校、職場その他の社会の様々な分野における活動の両立を円滑にできるようにするため、

必要な支援を行うよう努めるものとする。 

（雇用の分野における男女共同参画） 

第 12 条 市は、必要があると認めたときは、事業者に対し、男女共同参画の状況について報告

を求め、又は当該報告に応じ必要な助言を行うことができる。 

（教育及び学習に対する措置等） 

第 13 条 市は、市民及び事業者の男女共同参画についての理解を促進するため、教育及び学習

の場において必要な措置を講ずるとともに、必要な普及広報活動を行うよう努めるものとする。 

（生涯にわたる健康に対する支援） 

第 14 条 市は、男女が互いの性についての理解を深め、妊娠、出産等について、互いの意思や

権利を尊重するとともに、生涯にわたり健康な生活ができるように情報提供その他の必要な支

援を行うよう努めるものとする。 

（国際的理解及び協力） 

第 15 条 市は、国際的な理解及び協力の下に男女共同参画を推進するため、海外の地域等との

情報交換その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（相談の申出への対応） 

第 16 条 市は、市民から性別による権利侵害に関する相談の申出があった場合は、関係機関と

連携を図り、適切な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（意見、苦情等の申出への対応） 

第 17 条 市民及び事業者は、市が実施する男女共同参画推進施策又は男女共同参画の推進に影

響を及ぼすと認められる施策に関し、意見、苦情等を市に申し出ることができる。 

２ 市は、前項による申出を受けたときは、これに適切かつ迅速に対応するものとする。 

３ 市は、前項の対応を行うに当たって必要があると認めたときは、四日市市男女共同参画審議

会の意見を聴くものとする。 

（調査及び研究） 

第 18 条 市は、基本計画を策定し、及び男女共同参画推進施策を実施するため、必要な調査及

び研究を行うものとする。 

（年次報告） 

第 19 条 市は、毎年度１回、基本計画に基づく男女共同参画推進施策の実施状況について報告

書を作成し、これを公表するものとする。 

（拠点施設） 

第 20 条 市は、男女共同参画推進施策を実施し、市民及び事業者による男女共同参画の推進に

関する活動を支援するための拠点施設として四日市市男女共同参画センターを設置する。 
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第４章 四日市市男女共同参画審議会 

 

（四日市市男女共同参画審議会の設置） 

第 21 条 市長は、男女共同参画の推進に関する基本的かつ総合的な施策及び重要事項を調査、

評価及び審議するため、四日市市男女共同参画審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

２ 審議会は、次の各号に掲げる事項について、市長の諮問に応じ調査、審議及び答申をするも

のとする。 

(１) 基本計画の策定及び変更に関する事項 

(２) 前号に掲げるもののほか、男女共同参画に関する施策の基本的事項及び重要事項 

３ 審議会は、前項に定めるもののほか、男女共同参画の推進に関し必要と認めた事項について

調査及び審議し、市長に対し、意見を述べることができる。 

（組織） 

第 22条 審議会は、市長が委嘱し、又は任命する委員15人以内で組織する。 

２ 前項の場合において、男女のいずれか一方の委員の数は、委員の総数の 10 分の４未満とな

らないものとする。 

（委員） 

第 23条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第 24条 審議会に、会長及び副会長各１人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は欠けたときは、その職務を代理する。 

（部会） 

第 25 条 審議会は、第 17 条第１項の規定による意見、苦情等その他専門の事項を調査、評価

及び審議するため必要があると認めたときは、審議会に部会を置くことができる。 

２ 部会には、前項に規定する委員のほか、必要に応じて専門の知識を有する者のうちから、市

長の委嘱により、専門委員を置くことができる。 

第５章 補則 

（委任） 

第 26 条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。 

附 則 

１ この条例は、平成18年４月１日から施行する。 

 
（以下略） 
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わたしたちは、家庭・学校・職場・地域など 

あらゆる分野において 

性別にとらわれることなく 

一人ひとりが自分らしく 

輝いて生きるまち四日市をめざし 

ここに「男女共同参画都市」を宣言します。 
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○ 用 語 解 説 

 

■ アンペイドワーク 

無償労働と訳され、賃金、報酬が支払われない労働、活動を意味します。内閣府（旧経済

計画庁）では、無償労働についての貨幣評価額を推計していますが、同推計においては、無

償労働の範囲は、サービスを提供する主体とそのサービスを享受する主体が分離可能で、か

つ市場でそのサービスが提供されうる行動とされ、具体的には、家事、介護・看護、育児、

買物、社会的行動を無償労働の範囲としています。 

■ エンパワーメント 

「力をつけること」の意。具体的には、自らの意識と能力を高め、政治的、経済的、社会

的および文化的に力を持った存在になることを意味しています。  

 

■  家族経営協定 

家族経営が中心の日本の農業が、魅力ある職業となり、男女を問わず意欲をもって取り組

めるようにするためには、経営内において家族一人一人の役割と責任が明確となり、それぞ

れの意欲と能力が十分に発揮できる環境づくりが必要です。「家族経営協定」は、これを実現

するために、農業経営を担っている世帯員相互間のルールを文書にして取り決めたものです。  

■  間接差別  

 外見上は、性中立的な規定、基準、慣行等が、他の性の構成員と比較して、一方の性の構

成員に相当程度の不利益を与え、しかもその基準等が職務と関連性がない等合理性・正当性

が認められないものを指します。  

■  合計特殊出生率 

15歳から 49歳までの女性の年齢別出生率の合計で、1人の女性が一生の間に産む平均こ

ども数を表します。  

■  国際婦人年 

1972 年の第 27回国連総会において女性の地位向上のため世界規模の行動を行うべきこ

とが提唱され、1975年を国際婦人年とすることが決定されました。また、1976年～1985

年までの10年間を「国連婦人の十年」としました。  

■  固定的性別役割分担 

  男女を問わず個人の能力等によって役割の分担を決めることが適当であるにもかかわら

ず、男性、女性という性別を理由として、役割を固定的に分けることをいいます。「男は仕事・

女は家庭」、「男性は主要な業務・女性は補助的業務」等は固定的な考え方により、男性・女

性の役割を決めている例です。  
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■  ジェンダー(社会的性別） 

  人間には生まれついての生物学的性別（セックス／sex）がある。一方、社会通念や慣習

の中には、社会によって作り上げられた「男性像」、「女性像」があり、このような男性、女

性の別を「社会的性別」（ジェンダー／gender）といいます。「社会的性別」は、それ自体に

良い、悪いの価値を含むものではなく、国際的にも使われています。  

■  ジェンダーエンパワーメント指数（ＧＥＭ） 

  女性が政治及び経済活動に参加し、意思決定に参加できるかどうかを測るもの。   

 ＨＤＩが人間開発の達成度に焦点を当てているのに対して、ＧＥＭは、能力を活用する機

会に焦点を当てています。具体的には、国会議員に占める女性の割合、専門職・技術職に占

める女性割合、管理職に占める女性割合、男女の推定所得を用いて算出しています。  

■  ジェンダー（社会的性別）に敏感な視点 

 「社会的性別」（ジェンダー）が性差別、性別による固定的役割分担、偏見等につながって

いる場合もあり、これらが社会的に作られたものであることを意識していこうとするもので

す。このように、「社会的性別の視点」でとらえられる対象には、性差別、性別による固定的

役割分担及び偏見等、男女共同参画社会の形成を阻害すると考えられるものがあります。そ

の一方で、対象の中には、男女共同参画社会の形成を阻害しないと考えられるものもあり、

このようなものまで見直しを行おうとするものではありません。 

■  女子に対するあらゆる形態の差別撤廃に関する条約（女子差別撤廃条約） 

 1979年 12月、第34回国連総会において採択され、1981年 9月に発効した。我が国

は1980年 7月に署名、1985年 6月に批准しました。締約国は、条約の実施状況につい

て、条約を批准してから１年以内に第１次報告を、その後は少なくとも４年ごとに報告を提

出することとなっています。  

■  スーパービジョン 

スーパービジョン（super vision）とは、スーパーバイザー（指導する者）とスーパーバ

イジー（指導を受ける者）との間における対人援助法で、相談員などの対人援助職者が常に

専門家としての資質の向上を目指すための教育方法です。 

■  ストーカー 

特定の他者に対して執拗につきまとう行為を行なう人間のことをいいます。その行為はス

トーカー行為あるいはストーキングと呼ばれ、典型的には特定の異性に対して好意または怨

恨を抱いてつきまとい等の行為を繰り返す者のこといいます。 

■  セクシュアル・ハラスメント（性的嫌がらせ）   

継続的な人間関係において、優位な力関係を背景に、相手の意思に反して行われる性的な

言動をいいます。それは、単に雇用関係にある者の間のみならず、施設における職員とその

利用者との間や団体における構成員間など、様々な生活の場で起こり得るものです。 

 「事業主が職場における性的な言動に起因する問題に関して雇用管理上配慮すべき事項に

ついての指針」（平成 10 年労働省告示第 20 号）では、「職場において行われる性的な言動

に対する女性労働者の対応により当該女性労働者がその労働条件につき不利益を受けるも

さ 行 
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の」を対価型セクシュアルハラスメント、「当該性的な言動により女性労働者の就業環境が害

されるもの」を環境型セクシュアルハラスメントと規定しています。  

■  積極的改善措置 

 「積極的改善措置」（いわゆるポジティブ・アクション）とは、様々な分野において、活動

に参画する機会の男女間の格差を改善するため、必要な範囲内において、男女のいずれか一

方に対し、活動に参画する機会を積極的に提供するものであり、個々の状況に応じて実施し

ていくものです。積極的改善措置の例としては、審議会等委員への女性の登用のための目標

の設定や、女性国家公務員の採用・登用の促進等が実施されています。男女共同参画社会基

本法では、積極的改善措置は国の責務として規定され、また、国に準じた施策として地方公

共団体の責務にも含まれています。  

 

■  ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ、配偶者からの暴力） 

日本語に直訳すると「家庭内暴力」となるが、一般的には「夫や恋人など親密な関係にあ

る、またはあった男性から女性に対して振舞われる暴力」という意味で使用される事が多く

なっています。「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律の一部を改正する法

律」（平成１６年６月２日公布、平成１６年１２月２日施行）では、配偶者からの暴力を「配

偶者からの身体に対する暴力（身体に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼ

すものをいう。）又はこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動（以下「身体に対する暴力

等」という。）をいい、配偶者からの身体に対する暴力等を受けた後に、その者が離婚をし、

又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受ける身

体に対する暴力等を含むものとする。」と定義しています。 なお、内閣府においては、対象

範囲に恋人も含むより広い概念として、「夫・パートナーからの暴力」という用語を使用する

場合もあります。ここで「夫」という言葉を用いているのは、女性が被害者になることが圧

倒的に多いからです。 

■  デートＤＶ 

デートＤＶは結婚していない男女間で起こる、体、言葉、態度による暴力のことをいいま

す。具体的には、相手の携帯電話のメールなどをチェックしたり、性行為を強要したり、様々

な暴力によって相手を力で支配し、自分の思い通りしようとする行為をいいます。 

 

 

■  人間開発指数（ＨＤＩ） 

 「長寿を全うできる健康的な生活」、「教育」及び「人間らしい生活水準」という人間開発

の３つの側面を簡略化した指数。具体的には、平均寿命、教育水準（成人識字率と就学率）、

調整済み１人当たり国民所得を用いて算出します。  
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■   はもりあ 

「はもりあ」とは造語で、女性と男性の協働という素敵な“ハーモニー”が奏でられる“中

核エリア”という意味で、２00６年10月に公募で決定した四日市市男女共同参画センター

の愛称。男女共同参画センター便りの名称でもあります。 

 

 

■  メディア・リテラシー 

メディアからの情報を主体的に読み解き、自己発信する能力のこと。一般のメディアにお

いては、女性の性的側面のみを強調したり、女性に対する暴力を無批判に取り扱った情報が

見受けられる事も少なくない現状にあります。メディアの健全な発達のためには、批判的な

読者・視聴者の目にさらされることが不可欠であることから、国民のメディアリテラシーの

向上を図ることが必要です。 

 

 

■  ライフサイクル 

乳児期 、幼児期、学童期、青年期、成人期、老年期といった人生の各段階を円環的にとら

えたものをいいます。 

■  リプロダクティブ・ヘルス/ライツ 

  1994 年にカイロで開催された国際人口・開発会議において提唱された概念で、今日、女

性の人権の重要な一つとして認識されるに至っています。リプロダクティブ・ヘルス／ライ

ツの中心課題には、いつ何人子どもを産むか産まないかを選ぶ自由、安全で満足のいく性生

活、安全な妊娠・出産、子どもが健康に生まれ育つことなどが含まれており、また、思春期

や更年期における健康上の問題等生涯を通じての性と生殖に関する課題が幅広く議論されて

います。 

 

 

■  ワーク・ライフ・バランス 

働く人が仕事上の責任を果たすことと、仕事以外の生活でやりたいことや、やらなければ

ならないことに取り組むことの、両者を実現できる状態のことです。平成 19 年 12 月、関

係閣僚、経済界・労働界・地方公共団体の合意により、「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・

バランス）憲章」・「仕事と生活の調和推進のための行動指針」が策定され、仕事と生活の調

和（ワーク・ライフ・バランス）の実現に向け官民一体となって取り組み始めました。 

は 行 
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